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入 札 公 告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

令和元年９月 30 日 

                      公立大学法人国際教養大学 事務局長 石川 定人 

 

１ 事業概要 

 事業名 国際教養大学新学生宿舎整備事業 

 事業場所 秋田県秋田市雄和椿川字奥椿岱地内 

 事業概要 学生宿舎の施設整備業務、維持管理業務、運営業務及びこれらを実施する上で必要と

なる業務 

 事業期間 事業契約締結の日から 2047 年 3月 31 日まで 

 

２ 入札参加資格等 

 入札参加者が備えるべき要件等 

 入札参加者の構成等 

  入札参加者は、複数の企業によって構成されるグループ（ 以下「 入札参加グループ」と

いう。）とし、入札参加者は、特別目的会社に必ず出資する者であること。なお、入札参加グ

ループの構成員の中から入札参加手続を代表して行う企業（以下「代表企業」という。）を定

めるものとする。 

  入札参加グループは、入札への参加に当たり、入札参加グループの構成員のそれぞれが本

事業の遂行上果たす役割を参加表明書及び入札参加資格確認申請書の提出時において明らか

にすること。 

  入札参加グループは、入札参加グループの構成員以外の者で、事業開始後、事業者から直

接業務を受託し又は請け負うことを予定している者（以下「協力会社」という。） について

も、参加表明書及び入札参加資格確認申請書の提出時において協力会社として明らかにする

こと。 

  入札参加者及び協力会社には、設計業務に当たる者、工事監理業務に当たる者、建設工事

に当たる者、維持管理業務に当たる者及び運営業務に当たる者が必ず含まれていること。 

 

 入札参加者及び協力会社の参加要件等 

入札参加グループの構成員のいずれも、下記の要件を満たすこと。 

また、協力会社についても、参加表明書において協力会社と明記し、下記の要件を満たすこと。 

入札参加者及び協力会社には、設計業務に当たる者、工事監理業務に当たる者、建設工事に当

たる者、維持管理業務に当たる者及び運営業務に当たる者が必ず含まれていること。 

なお、入札参加グループの構成員から代表企業１社を定め、参加表明書の提出時に代表企業名

を明記し、必ず代表企業が入札参加手続きを行うこと。 
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  「国際教養大学契約事務規程」第 9条の規定に該当しない者であること。 

  地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当しない者であること。 

  参加表明書及び参加資格確認に必要な書類の提出期限から落札者の選定が終了するまでの

期間に、「秋田県建設工事入札参加資格者指名停止基準」に基づく指名停止又は「指名の基準

に関する運用基準について」に基づく指名差し控えの措置を受けていないこと。 

  会社更生法（平成 14年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平

成 11年法律第 225 号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなされている者（手続開始の決

定を受けた者を除く。）でないこと。 

  秋田県に納付（納入）すべき県税に滞納がない者であること、及び社会保険に加入し、か

つ社会保険料に滞納がない者（適用除外事業所を除く。）であること。 

  大学が本事業について、導入可能性調査業務を委託したパシフィックコンサルタンツ株式

会社、アドバイザリー業務を委託した株式会社長大並びに株式会社長大が本アドバイザリー

業務において提携関係にある内藤滋法律事務所（法務アドバイザー）又はこれらの者と資本

面若しくは人事面において関連がある者でないこと。「資本関係若しくは人的関係において関

連がある者」とは、次の規定に該当する者をいう。以下同じ。 

 

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が更正会社又は再

生手続が存続中の会社である場合は除く。 

  親会社と子会社の関係にある場合 

  親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

     ※ 子会社の定義は、会社法（平成 17年７月 26日法律第 86 号）の定義を適用する。 

 

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、下記ｂについては、会社の一方が更生会社

又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。 

  一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

  一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

 

その他上記ア又はイと同視しうる資本関係若しくは人的関係があると認められる場合 

  入札参加者及び協力会社のいずれかが、他の入札参加者又は協力会社となっていないこ

と。また、入札参加者及び協力会社のいずれかと資本関係若しくは人的関係において関連が

ある者が他の入札参加者及び協力会社になっていないこと。 

  ＰＦＩ法第９条の規定に該当しない者であること。 

 

 入札参加者及び協力会社の資格等要件 

入札参加グループの構成員及び協力会社のうち設計業務、工事監理業務、建設工事、維持管理

業務及び運営業務に当たる者は、それぞれ以下の要件を満たすこと。 

なお、複数の要件を満たす者は当該複数の業務を実施することができるが、工事監理業務と建

設工事とを兼ねることはできない。 
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  設計業務に当たる者は、以下の要件を満たすこと。 

本設計業務は、入札参加グループの構成員及び協力企業が１者単独又は２者以上による共同

企業体を自主結成し、設計業務を実施すること。ただし、共同企業体により業務を実施する場

合は、参加する全ての者が次の要件を満たすこと。 

 

 

 

 

 

    【設計業務参加者資格】 

〇共同企業体への出資比率が最大の者（１者） 

秋田県入札制度実施要項・有

資格者名簿 

登載業種 建築関係建設コンサルタント業務 

登載部門 建築一般部門 

法令等の規定によ

る登録 

登録規程等 建築士法（昭和25年法律第202号） 

登録部門 一級建築士事務所 

建築士事務所の所在地 問わない 

 

配 

置 

予 

定 

技 

術 

者 

の 

資 

格 

要 

件 

 

 

管理技術者 

 

資格要件 一級建築士 

実績要件 

 

資格取得後の実務経験５年以上 

別記「設計業務実績」の設計実績を有する 

主 

任 

技 

術 

者 

 

建築・ 

構造分野 

資格要件 一級建築士 

実績要件 資格取得後の実務経験５年以上 

電気分野 

 

資格要件 建築設備士又は一級建築士 

実績要件 資格取得後の実務経験５年以上 

機械分野 

 

資格要件 建築設備士又は一級建築士 

実績要件 資格取得後の実務経験５年以上 

担 

当 

技 

術 

者 

建築分野 資格要件 一級建築士 

構造分野 資格要件 一級建築士 

電気分野 資格要件 建築設備士又は一級建築士 

機械分野 

 

資格要件 

 

建築設備士又は一級建築士 
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〇上記以外の者（１者以上） 

秋田県入札制度実施要項・有

資格者名簿 

登載業種 建築関係建設コンサルタント業務 

登載部門 建築一般部門 

法令等の規定によ

る登録 

登録規程等 建築士法（昭和25年法律第202号） 

登録部門 一級建築士事務所 

建築士事務所の所在地 秋田県内に有する 

 

配 

置 

予 

定 

技 

術 

者 

の 

資 

格 

要 

件 

 

 

管理技術者 

 

資格要件 一級建築士 

実績要件 

 

資格取得後の実務経験５年以上 

別記「設計業務実績」の設計実績（ｂ 建物

構造・規模を問わない）を有する 

主 

任 

技 

術 

者 

 

建築・ 

構造分野 

資格要件 一級建築士 

実績要件 資格取得後の実務経験５年以上 

電気分野 

 

資格要件 建築設備士又は一級建築士 

実績要件 資格取得後の実務経験５年以上 

機械分野 

 

資格要件 建築設備士又は一級建築士 

実績要件 資格取得後の実務経験５年以上 

担 

当 

技 

術 

者 

建築分野 資格要件 一級建築士 

構造分野 資格要件 一級建築士 

電気分野 資格要件 建築設備士又は一級建築士 

機械分野 

 

資格要件 

 

建築設備士又は一級建築士 

 

【設計業務実績】 

ａ 建物用途 

・宿舎(集合住宅を含む)又は宿泊施設 

・病院、福祉施設又は研修施設(全て宿泊施設を有するものに限る) 

ｂ 建物構造・規模 

ＳＲＣ造､ＲＣ造､Ｓ造､Ｗ造の構造を問わず､地上３階以上かつ延べ面積3,000㎡以上 

 

  工事監理業務に当たる者（「建築基準法」（昭和 25 年５月 24 日法律第 201 号）第５条の４

第２項の規定に基づき設置するものとする。）は、以下の要件を満たすこと。 
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【工事監理業務参加者資格】 

秋田県入札制度実施要項・有

資格者名簿 

登載業種 建築関係建設コンサルタント業務 

登載部門 建築一般部門 

法令等の規定によ

る登録 

登録規程等 建築士法（昭和25年法律第202号） 

登録部門 一級建築士事務所 

建築士事務所の所在地 問わない 

 

配 

置 

予 

定 

技 

術 

者 

の 

資 

格 

要 

件 

 

 

管理技術者 

 

資格要件 一級建築士 

実績要件 

 

資格取得後の実務経験５年以上 

別記「設計業務実績」の監理実績を有する 

主 

任 

技 

術 

者 

 

建築・ 

構造分野 

資格要件 一級建築士 

実績要件 資格取得後の実務経験５年以上 

電気分野 

 

資格要件 建築設備士又は一級建築士 

実績要件 資格取得後の実務経験５年以上 

機械分野 

 

資格要件 建築設備士又は一級建築士 

実績要件 資格取得後の実務経験５年以上 

担 

当 

技 

術 

者 

建築分野 資格要件 一級建築士 

構造分野 資格要件 一級建築士 

電気分野 資格要件 建築設備士又は一級建築士 

機械分野 資格要件 

 

建築設備士又は一級建築士 

 

 

  建設工事に当たる者は、以下の要件を満たすこと。 

本工事は、入札参加グループの構成員及び協力企業が２者以上による特定建設工事共同企業

体を自主結成し、共同で工事を実施すること。出資比率については、「秋田県建設工事に係る共

同企業体取扱要綱 第 8 条」に準ずること。 

なお、特定建設工事共同企業体に参加する全ての者が次の要件を満たすこと。 
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【建設工事参加者資格】 

〇特定建設工事共同企業体への出資比率が最大の者（１者） 

令和元年度秋田県建設

業者等級格付名簿 

格付工種 建築一式工事 

等級 Ａ級 

建設業法第３条規定 許可業種 建築工事業 

許可区分 特定建設業許可 

営業所の所在地 問わない 

同種工事の施工実績 

 

有効期間 問わない 

工事の内容 別記「同種工事の内容」のとおり 

共同企業体出資比率 20％以上 

総合評定値（建設業法施行規則（昭和24年建設省令

第14号）第21条の３の規定により算出された直近値） 

建築一式工事960点以上 

 

配置予定

技術者 

 

施工管理技士等 一級建築士又は１級建築施工管理技士 

監理技術者

資格証 

有無 有（監理技術者講習修了証を含む。） 

工種名 建築工事業 

同種工事の

工事経歴 

経歴の内容 

 

別記「同種工事の内容」の工事に監理技術

者又は主任技術者として従事した経歴 

当該工事での役割 専任の監理技術者 
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〇上記以外の者（１者以上） 

令和元年度秋田県建設

業者等級格付名簿 

格付工種 建築一式工事 

等級 Ａ級 

建設業法第３条規程 許可業種 建築工事業 

許可区分 特定建設業許可 

営業所の所在地 主たる営業所が秋田県内 

同種工事の施工実績 

 

 

有効期間 問わない 

工事の内容 

 

別記「同種工事の内容（b.建物構造・規模

は問わない）」のとおり 

共同企業体出資比率 20％以上 

総合評定値（建設業法施行規則（昭和24年建設省令

第14号）第21条の３の規定により算出された直近値） 

建築一式工事960点以上 

 

配置予定

技術者 

施工管理技士等 一級建築士又は１級建築施工管理技士 

監理技術者

資格証 

有無 有（監理技術者講習修了証を含む。） 

工種名 建築工事業 

同種工事の

工事経歴 

経歴の内容 

 

 

別記「同種工事の内容（建物構造・規模は

問わない）」の工事に監理技術者又は主任

技術者として従事した経歴 

当該工事での役割 専任の主任技術者 

【同種工事の内容】 

ａ 建物用途 

・宿舎(集合住宅を含む)又は宿泊施設 

・病院、福祉施設又は研修施設(全て宿泊施設を有するものに限る) 

ｂ 建物構造・規模 

ＳＲＣ造､ＲＣ造､Ｓ造､Ｗ造の構造を問わず､地上３階以上かつ延べ面積3,000㎡以上 

 

  維持管理業務に当たる者は、以下の要件を満たすこと。 

 

 

 

 

 入札参加資格確認基準日 

入札参加資格確認の基準日は、参加表明書及び入札参加資格確認申請書の提出期限の日とする。 

なお、入札参加資格の確認審査に当たっては、２(1)3)に示す参加資格等の認定を受けていない
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者及び有資格業者の登録を行っていない者も、入札書の開札の時において２(1)3)に示す要件を

満たしていることを条件として入札参加資格があると認めるものとする。当該入札参加資格があ

ると認められた入札参加者が入札に参加するためには、入札書の開札の時において２(1)3)に示

す要件を満たしていなければならない。 

 

 入札参加グループの構成員及び協力会社の変更等 

入札参加資格の確認後は、入札参加グループの構成員及び協力会社の変更は、原則として認め

ない。 

ただし、やむを得ない事情（合併、倒産等）が生じ、入札参加グループの構成員及び協力会社

を、提案書の提出期限の日までに変更（構成員及び協力会社の削除及び追加又は予定業務の変更

を含む。） しようとする者にあっては、本学と事前協議を行い、本学の承諾を得るとともに、変

更後において２(1)1) から 3)に示す入札参加資格を満たすことが確認できる場合に限り、入札参

加グループの構成員及び協力会社の変更をすることができる。なお、この場合においては、速や

かに、入札参加グループの構成員及び協力会社の変更届を本学に提出すること。 

 

３ 入札手続等 

 担当部局 

   〒010‐1292 

   秋田県秋田市雄和椿川字奥椿岱 

   公立大学法人国際教養大学 施設管理課 

   T E L 018-886-5834 

   F A X 018-886-5910 

e-mail generalaffairs@aiu.ac.jp 

 入札説明書等の交付期間及び方法 

令和元年９月 30 日から、本学のホームページ［https://web.aiu.ac.jp/］にて交付する。 

 説明会の開催日時及び場所 

   令和元年 10月７日 15時から、秋田県秋田市雄和椿川字奥椿岱 公立大学法人国際教養大学Ｄ棟 

２階 コベルコホールにて開催する。 

 参加表明書及び入札参加資格確認申請書の提出期間、場所及び方法 

令和元年 11 月 12 日９時から 17 時まで、上記３(1)まで、持参又は郵送にて提出すること。郵送

する場合は、書留等の配達記録が残る方法に限るものとし、令和元年 11 月 12 日 17 時までに必着

のこと。 

 入札書等及び提案書の提出期間、場所及び方法 

令和元年 12 月 23 日から 12 月 24 日まで（両日とも９時～17時に限る）、上記３(1)まで、持参又

は郵送にて提出すること。郵送する場合は、書留等の配達記録が残る方法に限るものとし、令和元

年 12月 24 日 17 時までに必着のこと。 

 入札書の開札日時及び場所 

令和２年１月 8日 14 時、秋田県秋田市雄和椿川字奥椿岱 国際教養大学Ａ棟４階 第２会議室 

/
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４ その他 

 手続きにおいて使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

 入札保証金及び契約保証金 

 入札保証金 

免除する。 

ただし､落札者が基本協定を締結しないとき､又は､選定事業者が事業契約を締結しないとき

は、違約金として､落札した金額の 100 分の５に相当する額を大学に支払わなければならない。 

 契約保証金 

 事業者は、本契約の締結日から本施設の引渡しまでの期間について、施設整備費相当（消費

税を含み、金利支払額を含まないものとする。）の１００分の１０以上の契約保証金、又はこ

れに代わる以下の保証を付すとともにその証券を大学に提出しなければならない。 

 

 

 

 事業者は、事業者を被保険者とする履行保証保険契約が建設企業によって締結される場合

は、その保険金請求権に、違約金支払債務を被担保債務とする質権を、大学のために設定す

るものとする。かかる質権の設定の費用は、事業者が負担する。 

 入札の無効 

本公告に示した入札参加資格のない者のした入札、入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載を行

った者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

 事業者の選定及び決定方法 

本学が定める予定事業費の範囲内であり、入札説明書等で指定する性能等の要求水準のうち必須

とされた基礎項目を全て満たしている提案をした入札参加者の中から、入札説明書等で定める総合

評価の方法をもって事業者を選定し決定する。 

 手続きにおける交渉の有無 無 

 契約書の作成の要否 要 

 入札参加者に対して提案書に関するプレゼンテーション及びヒアリングを 2020 年１月下旬以降

に実施する。 

 関連情報を入手するための照会窓口 上記３(1)と同じ。 

 入札参加資格を有していない者の参加 上記２(1)4)の規定による。 

 詳細は入札説明書等による。 


